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はじめに

（1）問題の所在
　小論の目的は，タイにおける「公正な教育のための
基金（Equitable Education Fund: EEF）」による格差
是正の取り組みについて，福祉としての教育の観点か
ら考察することである。
　タイの学校教育をめぐる格差については，とくに，
中等学校に見られる格差として，1970年代頃から問
題視されていた（船津 2003）。しかしながら，1980年
代後半からの国内労働力需要の高まりや，「万人のた
めの教育（Education for All）」といった国際的な影

響を受けて，量的拡大が優先された（船津 2003）。こ
の量的拡大の過程では，農村部にある初等学校に前
期中等教育課程を附設した機会拡大学校（Rongrian 
khayai okat）が設置され，中等学校への進学率は急
上昇した（箕浦・野津 1998）。しかしながら，その量
的拡大過程では，学校規模，すなわち，生徒数の多寡
により，教員や施設・設備の充実した首都，地方都市
部にある超大規模校，大規模校から，それらが薄弱な
農村部にある中・小規模校までの学校間の序列が形成
された（船津 2003）。また，この普遍化は「階層化」
と形容されるように「学校選択が親の経済力や階層構
造に強く結びつ」（船津 2003：242）いたものであった。

タイにおける「公正な教育のための基金」による
格差是正措置に関する予備的検討
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同様の指摘は，PISA（OECD 生徒の学習到達度調査）
ならびにタイの全国学力テスト（O-NET: Ordinary 
National Education Test）のスコアと児童・生徒の社
会経済文化的背景や，学校の施設・設備等の関係につ
いての統計的分析からも実証されている（Lathapipat 
2018）。
　また，ラッタピパット（Lathapipat）は，同実証研
究に基づき，格差是正のために困難な状況にある子ど
もたちの学力を幼少期から向上させること，すなわち
就学前教育の充実や基礎教育の質的向上が重要である
ことを提案している（Lathapipat 2018）。
　これに関連して，タイの基礎教育改革と中等学校を
めぐる格差について予備的な研究が取り組まれてい
る（牧 2020）。それによれば，2018年，2019年，2020
年の基礎教育政策の一つに教育格差の是正が一貫して
掲げられており，その具体的な取り組みについては，
基礎教育局と，小論の対象である「公正な教育のため
の基金」が連携して取り組むと記されていることが明
らかになった。また，同基金の事業概略と基礎教育改
革の種々の取り組みについて俯瞰すると，経済的なゆ
とりのある子ども，困難な状況にある子ども，それぞ
れ別々の教育の有り様，すなわちタイ社会の中・上層
を対象とした教育と，小論の副題として掲げた「福祉
としての教育」が想定されていることが指摘されてい
る。もっとも，この二つの教育の有り様は，「公正な
教育」を目指した過渡期的なものかもしれないが，果
たしてそうであるか否か，同基金の取り組みについて
明らかにする必要があるという問題関心が，小論の根
底にある。しかしながら，同基金は，2018年に設置さ
れたばかりであり，同基金の設置法の英訳版ならびに
江川（2019，2020）で部分的に取り上げられているこ
とを除いては，タイ語資料に限られている。したがっ
て，小論では，同基金に関する基礎資料として，同基
金の設置経緯，理念や目的，具体的な事業内容，予算
などについて，主に，タイ語資料を用いて整理する。
（2）「福祉としての教育」の意味するもの
　上述の「福祉としての教育」という捉え方は，教育
福祉論として，一定の体系化がなされている。教育福
祉についての定義は，論者によって異なるが，小川利
夫の定義によれば，「教育福祉は，今日の社会福祉と
りわけ児童福祉サービスのなかに，実態的にはきわめ
て曖昧なままに放置され，結果的には軽視され剥奪さ
れている子ども・青年さらに成人の学習・教育保障の
体系化をめざす概念」（小川 2001：2）である。つまり，
従来，要保護児童として扱われてきた子どもたちは，
児童福祉の対象とされる一方で，教育を受ける権利，
つまり学習権の保障が十分にされてこなかったのであ

る。この定義に鑑みて，先述したタイの基礎教育改革
の取り組みや小論の対象である「公正な教育のための
基金」の設置は，どのように捉えられるであろうか。
　タイの児童福祉，社会福祉に関する国内の先行研
究には，子育て支援に焦点を合わせたもの（江藤 
2009），ひろく社会福祉全般を取り上げたもの（江藤 
2020），高齢者福祉を事例として福祉国家としてのタ
イの有り様を考察したもの（大泉 2008）などがあるが，
いずれも，教育福祉の観点から論じたものではない。
　以上を踏まえて，次節では，タイにおける「公正な
教育のための基金（以下，EEF と略記）」の設置経緯
について関連する憲法の規定を手がかりに跡づける。
続く第２節では EEF 設置法 (Equitable Education 
Fund Act, B. E. 2561(2018)) ならびに『EEF 年次報告
書（2018年版）』，『EEF 年次報告書（2019年版）』に
盛り込まれた内容を手がかりに，同基金の理念や目
的，事業指針，EEF の舵取りを行う運営委員会の構
成員について紹介する。第３節では，『EEF 年次報告
書（2018年版）』，『EEF 年次報告書（2019年版）』に
記載されている事業の対象，内容，予算を整理して示
す。そして最後に，先述した福祉としての教育の観点
から，EEF の取り組み，とくに，第２，３節で論じた
内容について考察する。稿末には，EEF 設置法の日
本語訳を付けた。紙幅が限られているため抄訳とした
が，全訳は，研究資料としての活用を期して，筆者ら
の Researchmap にて公開予定である。なお，小論は，
タイの教育を研究対象とする研究者（比較教育学）と
アメリカの児童保護を研究対象とする研究者（教育社
会史）による相補的な共同研究である。

１．EEFの設置経緯

（1）1997年憲法の関連規定
　EEF が設置されたのは，2018年であるが，そのルー
ツは，1970年代の学生運動に端を発する民主化の帰
結として1997年に制定された「タイ王国憲法（以下，
1997年憲法と略記）」（1）に遡ることができる。1997年
憲法は，タイ史上初めて大規模な国民の意見聴取が行
われ，総計84万3,556名の国民が関わり，起草された
ものである（外山 2020：65）。また，憲法草案作成委
員会には，NGO などの市民代表76名が参加していた
とされる（野津 2014：47）。その結果，1997年憲法に
は，これまでになく広範な全39条からなる「国民の権
利と自由（第３章）」が盛り込まれている。
　小論と関連する規定としては，12年間の無償の基礎
教育を受ける権利（第43条），児童福祉（第53条）がある。
また「国の基本政策方針（第５章）」には「児童保護
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法（2003年）」の根拠となる第80条，「国家教育法（1999
年）」の根拠となる第81条がある。さらに，第88条は，
国はこれらの基本政策について施政方針演説を行うと
ともに，国会に報告する義務があることを規定してい
る。これら1997年憲法に盛り込まれた教育や福祉に関
する規定は，現行の「仏暦2560（西暦2017）年タイ王
国憲法（以下，2017年憲法と略記）」（2）に引き継がれ
ている。
（2）2017年憲法の関連規定
　1997年憲法の下で，タイの民主化は一気に加速した。
2001年１月の第21回総選挙におけるタクシン・チナ
ワット（Thaksin Shinawatra）率いるタイ愛国党（Thai 
Rak Thai）の圧勝は，その象徴である。タクシン政
権は2006年10月に政権を追われるまでの約４年10か月
の間，「タクシノクラシー（Thaksinocracy）」と呼ば
れる NPM（New Public Management）的な国家運営
や「票田」に対する手厚いポピュリズム的な種々の事
業を展開した（牧 2009）。その結果，タイは「タック
シン（原文ママ）を支持するものと支持しないもの」

（外山 2018：96）に分裂し，政治的混乱が続いている。
2014年5月のクーデターにより，プラユット・チャン
オーチャー（Prayuth Chan-ocha）陸軍司令官を議長
とする国家平和秩序維持評議会による統治が始まり

（牧 2018），2019年３月に総選挙が行われたが，今日
まで，プラユット政権が継続している。
　現行の2017年憲法は「国家改革（第16章）」が
設 け ら れ て い る こ と か ら「 改 革 憲 法（reform 
constitution）」とも言われている（加藤 2017：iv）。
その分野は，政治，国家行政，法律，司法手続き，教
育，経済，その他の７分野に分かれている（2017年憲
法第258条）。さらに，第261条には，第258条に定める
教育分野の改革にあたって，内閣が任命する独立委員
会を設置し，同委員会が目標達成のための提言，関係
法案を起草することが定められている。
　教育分野に関する目標とは，2017年憲法第54条に定
められる内容，すなわち①就学前教育段階から義務教
育修了までの12年間の無償義務教育（第54条第１段），
②地方自治体と民間部門の教育分野への参画（同条第
２段），③生涯学習の促進，教育の質保証，国家教育
計画の策定・実施・モニタリング・評価に関する規
定を含む国家教育に関する法律の制定（同条第３段），
そして，小論の対象である④経済的に恵まれない者に
対する援助，教育格差の縮減，教員の質の向上にかか
る基金の設置（同条第６段）である。
（3）教育改革独立委員会によるEEF設置法の起草
　上述の諸規定を受けて，2017年５月30日，第54条
に掲げる教育分野の諸目標達成に向けて，教育改革

独立委員会（Independent Committee for Education 
Reform: ICER）の設置が閣議決定された。同委員会
の委員は25名，11の小委員会から構成されている。小
委員会の内訳は，①幼児教育，②基金，③教員・大学
教員，④教授学習，⑤行政機構，⑥意見聴取，⑦広報，
⑧国家教育法，⑨公私協働，⑩高等教育関係法規，⑪
職業教育，である（ICER ウェブサイト）。
　これらの小委員会のうち，②基金に関する小委員会
により，EEF 設置法が起草された。『EEF 年次報告書

（2018年版）』によれば，起草のための国内外を対象
とした調査研究ならびに2017年憲法第77条の規定に従
い，国民（約2,000人）の意見聴取が行われた。その後，
2017年11月21日に内閣に法案を提出，2018年４月４日
に国家立法議会（National Legislative Assembly）の
承認を得ている。EFF 設置法は，同年５月13日に官
報に告示され，同年７月10日に EEF 運営委員会の構
成員について内閣の承認を得ている。
（4）基礎教育改革と「児童保護法」の制定
　以上，1997年憲法の制定から EEF 設置法の制定に
至るまでを2017年憲法の諸規定に基づき概括してき
た。EEF の詳細について論じる前に，1997年憲法以
降のタクシン政権期の基礎教育改革と児童福祉につい
て若干，整理しておくことにしよう。
　タクシン政権期の教育改革は，前政権が中心となっ
て起草を進めてきた「国家教育法（1999年）」の縛り
を受けながらも，教育省に新設された「教育イノベー
ション開発課」を中心として，学校の法人化，一郡（行
政区画）の中の一校に重点的な資源配分を行う「一郡
一夢」学校，仏教原理に基づく学校，英語を教授言語
とする特別教育課程（イングリッシュ・プログラム）
の開設，ICT を活用した学校といった独自の改革施
策を打ち出した（森下・村田 2004）。小論の冒頭で論
じたように，これらの基礎教育改革の主たるターゲッ
トは，経済的なゆとりがある子どもたちであり，困難
な状況にある子どもを対象とした目立った改革施策は
打ち出されなかったと見てよいであろう。
　翻って，タクシン政権期には，児童福祉を含む社会
福祉全般において大きな変化が見られた（牧 2009）。
たとえば，2002年に社会福祉行政の新たな実施主体
として社会開発・人間安全保障省（Ministry of Social 
Development and Human Security）が設置されたこ
とや，2003年に「社会福祉法」「高齢者法」「児童保護
法」などが相次いで制定されたことに端的に示されて
いる（牧 2009）。小論との関連では「児童保護法」に
より，孤児，棄児，保護者が問題を抱えており養育を
受けることのできない子ども，虐待，搾取されている
子ども，障害を抱える子どもなど困難な状況にある子
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どもの保護の制度化が図られるとともに「子ども保護
基金」の設置がなされている（野津 2014：49～50）。
　タクシン政権期の経済政策は，都市部の企業等の発
展と農村部の草の根経済の発展による貧困解消を合わ
せた「デュアル・トラック」という特徴を有している（牧 
2009）。この「デュアル・トラック」の特徴は，基礎
教育改革によるタイ社会の中・上層を対象とした教育
のあり方と「児童保護法」による子どもの保護といっ
た教育と福祉の有り様にも反映されているように見え
る。

２．EEFの理念・目的と運営体制

（1）EEFの理念と展開戦略
　本節では EEF 設置法ならびに『EEF 年次報告書

（2018年版）』『EEF 年次報告書（2019年版）』に盛り
込まれた理念や目的，運営体制について整理する。
　まず『EEF 年次報告書（2019年版）』に記載されて
いる（ⅰ）理念，（ⅱ）使命，（ⅲ）ねらい，（ⅳ）重
点事項，（ⅴ）戦略について示すと，次の通りである。

（ⅰ）理念：経済的に恵まれず，また，機会が限られ
ているすべての子ども，青少年，ひろく国民が潜在能
力に応じた発達の機会を享受し，また，質の高い教育
へアクセスする。

（ⅱ）使命：公正な教育の実現に向けた体系的な支援
として，次の３つに取り組む。①ターゲットグループ
の援助，価値創造に資する知識基盤への投資，②全セ
クターの創造的参画による資源の集約，③政策の改善
のための提案である。

（ⅲ）ねらい：①機会が限られている人が援助を受け，
また，潜在能力に応じた発達・成長に資する教育機会
を得ること。②教員ならびに子どもの学習に携わるす
べての組織が質を向上させること。③政府ならびに社
会全体が公正な教育の恩恵を受けること。

（ⅳ）重点事項：①ターゲットグループへの援助，②パー
トナーと EEF の協働，③政府の資源配分を確実に行
うこと。

（ⅴ）戦略：①援助の潜在能力・効率性を高めること，
②国家の目標とする奨学金の奨励，③グッド・ガバナ
ンスの体系化，④公正な教育の実現に向けた県自治体
とのネットワークの強化，⑤制度内外における教員の
職能成長の改善，⑥効率のよい公正な教育のための制
度設計に資する知見集約，⑦公正な教育や機会に開
かれた社会をつくるために全セクターの参加を促すこ
と。
　以上の内容を整理すると，EEF は，教育分野に限
定しない政府，民間部門の参画，協働を通して，経済

的あるいはその他の理由で，機会が限られている子ど
も，青少年，ひろく国民を対象として，教育や発達，
職能成長の機会提供を目指していると言えよう。
（2）EEF設置法にみる目的
　上述の EEF の理念や展開戦略を念頭において，具
体的な事業と直結する EEF の目的について，設置法
に盛り込まれた内容を示す。なお，EEF 設置法は，
基金の創設（第１章）基金の運営（第２章），会計と
監査（第３章），事業評価（第４章），管理・監督（第
５章），移行規定の全５章55条から構成される。
　EEF の目的は，同法第５条に次の７つが定められ
ている。すなわち（1）子ども，とりわけ幼児の年齢
相応の身体的，精神的，規律的，感情的，社会的，知
的発達のため，政府，民間あるいは市民社会セクター
を問わず関係機関による援助を支援・促進すること。

（2）経済的に恵まれなかったり，機会が限られていた
りする子ども，青少年ならびに困難な状況にある人が
基礎教育を修了するまで，生活費等の財政的支援を行
うこと。（3）子ども，青少年の基礎的な発達や個々の
異なる潜在能力に応じた発達を促す学習指導ができる
ように教員の質と効率性を向上・改善すること。（4）
経済的に恵まれず，機会が限られた人々が個性を生か
して就業したり，生活に必要な力を身につけたりする
ための知識や能力を獲得する教育や職能成長の機会の
援助を支援・促進すること。（5）個々の学習者が個性
や潜在能力に応じて知識を獲得したり，成長したりす
るための学習指導を行うことのできるよう教育機関の
援助を支援・促進すること。（6）教員の職能成長に関
する研究，方策の検討，教員養成，教員研修のモデル
校の設置の支援・促進を通して，教育格差の是正に取
り組む志を持ち，教員としての心構え，道徳・倫理，
知識や，学習指導や学習者開発を行う能力を備えた教
員を育てること。（7）教育格差を是正し，労働力需要
に応え，タイ国民の能力向上をめざした人的資源開発
にかかる研究，知識体系の開発に取り組むことである。
　以上の目的から，EEF の支援は，就学前教育，基
礎教育，教員養成，職業教育といった分野に広がって
いることがわかる。
（3）EEFの支援対象
　EEF は，「経済的に恵まれていない，機会が限られ
ている子ども，青少年，ひろく国民」をターゲットと
している。「経済的に恵まれていない，機会が限られ
ている」ことのそれぞれの定義については，EEF 設
置法第５条ならびに第23条第６項に基づき定められた

「仏暦2561（西暦2018）年 経済的に恵まれないまたは
機会が限られている幼児，子ども，青少年ならびに経
済的に恵まれない人，機会が限られている人，経済的
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に恵まれない家族ならびに教員に関する審査の原則に
ついての公正な教育のための基金規則」に規定されて
いる。同規則第４条第１項には，「経済的に恵まれて
いない」状況については，家計や世帯の状況につい
て，居住地の生活費等を考慮して判断するとある。よ
り具体的な指標として，EEF のウェブサイトには「資
力調査（Proxy Mean Test：PMT）」が用いられるこ
と，また，その値が0.91～１の極度の貧困（extremely 
poor）を援助の対象としていることが明示されてい
る。
　「機会が限られている」状況については，同規則第
４条第２項によれば，抱えている問題状況や，経済，
社会，教育，公衆衛生，政治，法律，文化，自然災害，
社会情勢が不安定な地域に居住していることなど様々
な要因の影響を考慮して審査される。加えて，公共サー
ビスを受ける機会が限られていたり，人間として生き
るための援助が必要であったり，援助する団体がない
問題などにより，「公正な教育」を受ける機会が限ら
れている状況と規定している。
　2019年度の『EEF 年次報告書』によれば，約436万
人が支援対象である。内訳は，経済的に恵まれない児
童，生徒（180万人），０～２歳児（77万人），３～５
歳の就学前教育段階の子ども（61万人），３～５歳の
不就学の子ども（23万人），６～14歳の不就学の子ど
も（20万人），経済的に恵まれない後期中等教育段階
の子ども（36万人），前期中等教育段階を修了後，進
学していない子ども（24万人），18～25歳の職能成長
を望む若年労働者（15万人）である。予算規模は25億
3,736万5,000バーツ（日本円で約85億円）である。
（4）EEF運営委員会の構成員
　EEF 設置法第18条によれば，EEF の運営委員会は，
次の者によって構成される。すなわち（1）内閣によっ
て，委員長として任命される有識者。（2）タイ商工会
議所，タイ工業連盟，タイ銀行協会からの代表者によっ
て構成される委員会の推薦によって，内閣によって任
命される有識者１名。（3）内閣によって委員会構成員
として任命される，学術界，民間部門，市民社会セク
ターの代表者各２名からなる，有識者６名。なお，う
ち１名は，法律の専門家であること。（4）職位に基づ
く委員８名，すなわち教育省の代表者２名，公衆衛生
省の代表者１名，主計局の代表者１名，子ども青少年
局の代表者１名，会計検査院の代表者１名，地方行政
局の代表者１名，障害者の生活の質向上・促進局の代
表者１名。なお，EEF 事務局長は，委員会の構成員
兼書記官として加わり，書記官補佐として２名を越え
ない職員を任命することができる。
　子ども青少年局，障害者の生活の質向上・促進局は，

社会福祉全般を所掌する社会開発・人間安全保障省の
内局であり，教育と福祉の連携・協力体制の可能性が
開かれた委員会の構成になっている。
　ちなみに，運営委員会の顔ぶれを見ると，従来からあ
る健康促進財団（Thai Health Promotion Foundation）
の下部組織であった質の高い学習財団（Quality 
Learning Foundation）の運営委員が横滑りするかた
ちで，EEF の運営委員会が構成されている。これは，
EEF 設置法の移行規定（稿末資料参照）に明示され
ているように，従来からあった健康促進財団の一部で
ある質の高い学習財団が EEF へと改編されたことに
よる。

３．EEFの事業内容

　『EEF 年次報告書（2018年度版）』，『EEF 年次報告
書（2019年度版）』に記載されている EEF の事業内
容について整理したものが，次の表１である。
（1）EEF事業の特徴
　表１から次の５つの特徴を指摘しうる。
　第一に，基礎教育（タイの場合，後期中等教育段階
まで含む）の就学を目的とする財政的支援の他に，就
学前教育，職業教育，教員養成，教育経営といった様々
な分野にわたって事業が展開されていることである。
　第二に，小論の冒頭で紹介したラッタピパットの指
摘に呼応して就学前教育への注力が見られることであ
る。このことは，2000年代以降，経済成長戦略として
の乳幼児期の教育への国際的な関心の高まりと軌を一
にしている（池本 2011）。事業では，子どものデーター
ベースを構築するところから始まり，国内外のネット
ワークを構築しながら調査研究を進め，モデル校開発
をねらっている。子どものデーターベースの構築や調
査研究と並行して，オンサイト訓練センターが設置さ
れており，短・長期のスパンで支援する事業となって
いる。
　第三に，様々なタイプの職業教育の就学支援が行わ
れていることである。巨視的に見れば，以前から課題
として指摘されているタイにおける産業人材の量（人
材不足）と質（技能不足）を補完するねらいがあると
見てよいであろう（下田 2020）。微視的に見るとコミュ
ニティの産業等との連携が重視されていることから，
タクシン政権期の「デュアル・トラック」政策が継承
されているようにも見える。
　他方で，中等学校の生徒，職業教育機関に学ぶ学生
を対象とした職業系の上級学校への進学を支援する事
業や，年間40名と枠は限られているものの大学，大学
院への進学を支援するものも整えられている。ちなみ



表１　EEF事業一覧（2018，2019年度）
支援分野 事　　業 対　　象 予　　算（年度）

基礎教育
（義務教育を
含む）

経済的に恵まれない児童・生徒に
対する条件付現金給付

約51万人。
１人あたり年間1,600THB

9億5350万 THB
（2018）

約71万人。
１人あたり年間3,000THB

9億1410万2千THB
（2019）

持続的な教員と学校の質改善（学
校経営の改善，教員の職能成長の
促進）

280校，5,600名の教員（経済的に恵ま
れない子どもを受け入れている義務
教育段階の学校）

1億1100万 THB
（2018）

291校，5,800名の教員（経済的に恵ま
れない子どもを受け入れている義務
教育段階の学校）

1億1100万 THB
（2019）

タイランド4.0を支える思考・分析・
創造力開発（PISA2021に向けて模
範的教員を育てる OECD との連携
事業）

84校から294名の模範教員の輩出（経
済的に恵まれない子どもを受け入れ
ている僻地の義務教育段階の学校）

983万9550THB
（2019）

就学前教育
子ども発達支援センターモデル校
開発（子どもデーターベース構築，
学術研究・開発，オンサイト訓練）

６県，300施設，６万人の子ども 1億1525万 THB
（2018）

20県，300施設，３万人の子ども 3千万 THB
（2019）

教員養成
僻地校の生徒を対象とした教員養
成奨学金（地元を愛し，地元を守
る教員）

僻地校に学ぶ後期中等学校の生徒300
名（５期，1500名）

7379万5千 THB
（2018）

4220万 THB
（2019）

職業教育

高度職業人育成奨学金（２～５年
間の上級学校進学のための奨学金）

前期・後期中等教育段階，下級職業
教育課程の生徒2,500名（26県内）

3億8979万 THB
（2018）

3億8979万 THB
（2019）

労働力需要に応じた職業訓練機会
の提供（71の教育機関，NGO 等で
のスキルアップの機会提供）

15歳以上の労働者，6,055名（経済的
に恵まれず，機会が限られている3,871
名，インフォーマルセクターに就業
する2,184名）

1億1100万 THB
（2018）

1億1100万 THB
（2019）

潜在能力を最大限に引き出す職業
教育奨学金（学士課程から修士課
程，博士課程までをサポート）

後期中等学校に学ぶ３年生または下
級職業教育課程に学ぶ学生40名

1億2千万 THB
（2019）

教育経営

地域単位の教育経営（県単位での
教育改善の取り組み）

①子ども発達支援センターの質改善
（30施設，６万人の子ども）
②教育制度外におかれている子ども，
青少年5,000人

1億1100万 THB
（2018）

地域単位の教育経営（自立のため
の基礎教育，職業教育機会の提供）

20県115郡のノンフォーマル教育に学
ぶ子ども・青少年（２～21歳）

1億1100万 THB
（2019）

出典：『EEF 年次報告書（2018年度版）』，『EEF 年次報告書（2019年度版）』を参照して筆者作成。
注：予算の単位 THB はタイの通貨単位（タイ・バーツ）のこと。
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に，タイでは，職業教育の社会的イメージは，いわゆ
る3K であり概してよくない（下田 2020）。最近，日
本型教育の海外展開事業の一環として，国立高等専門
学校（高専）の移植が進められている。これにより，
職業教育の社会的イメージが改善されるかは未知であ
る。
　第四に，21世紀スキルの育成や，流行の専門家共同
体（Professional Learning Community: PLC），アク
ティブ・ラーニングなどを目標や取り組みに掲げる事
業，OECD と連携して PISA2021をターゲットに据え
る事業もあることである。
　第五に，教員養成に関する事業があることである。

一般に，経済的に恵まれない子ども，機会が限られて
いる子どもの支援としては，より直接的な支援を想定
しがちであるが，EEF の事業には教員養成というあ
る種，間接的な事業が盛り込まれている。
（2）「地元を愛し，地元を守る教員」事業
　上述した各種事業の中でも，先述のラッタピパット

（2018）が指摘した基礎教育の底上げの観点から，農
村部，僻地の小規模校に勤務する教員を育てる「地元
を愛し，地元を守る教員」事業は重要である。
　2019年度から同事業のタイ語名称には，洒落た掛詞
の愛称が付けられた。同事業の愛称のタイ語を見ると

「教員」を意味する「クルー（khru）」，「愛する（rak）」
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を意味する「ラック」，「地元」を意味する「ティン
（thin）」からなり「地元を愛する教員」を育てる事業
という意味になる。と同時に，タイ語表記の「ラック」
の後に丸括弧囲みで「s」が一文字書かれており「愛
する」を意味する「ラック」に，この「s」を加えて
読むと「守る，防御する」という意味の「ラ（ッ）クサー」
と読める。この場合「地元を守る教員」事業という意
味になる。つまり，同事業は，この二つの意味を兼ね
た「地元を愛し，地元を守る教員」を育てることを目
指すものである。ちなみに，同事業の対象地域である
農村部，僻地である「地元」は「地理的身体（Geo-body）」

（ウィニチャクン2003）の輪郭にあたり，タイという
国の維持にとって極めて重要な意味を持っている（牧
2017）。
　同事業は，年間300名の後期中等３年次生を選考し，
５年間かけて計1,500名の農村部，僻地の小規模校（世
界銀行は，protected school/standalone と呼ぶ）で勤
務する教員（初等教員，就学前教育を担当する教員）
を育てることを通して，就学前教育と初等教育の質の
向上ならびにコミュニティの開発を促進することを目
的とするものである。2018年度は国内の11大学，2019
年度は国内の10大学（2019年度の応募総数は34大学，
24プログラム）を実施主体として進められる（3）。

おわりに

　最後に，EEF の事業について「福祉としての教育」
の観点から若干の考察を述べてまとめとする。
　まず，EEF による「経済的に恵まれていなかったり，
機会が限られていたりする子ども，青少年ならびに困
難な状況にある人」を対象として，基礎教育を保障し
ようという試みは，教育福祉論に立てば，経済的に恵
まれない者への学習権の保障を拡大するという意味を
有している。その一方で「経済的に恵まれていなかっ
たり，機会が限られていたりする子ども，青少年なら
びに困難な状況にある人」という支援対象は，極めて
限定的である。「児童保護法」において，孤児，棄児，
保護者が問題を抱えており養育を受けることのでき
ない子ども，虐待，搾取されている子ども，障害を抱
える子どもなど困難な状況にある子どもが児童福祉の
対象とされる一方で，EEF の対象は，原則的に経済
的な要因によって選定されているからである。「機会
が限られている子ども」に，上記のような子どもたち
が，どの程度，想定されているかは明示されていない。
EEF による支援は，基礎教育にとどまらず，就学前
教育，職業教育，教員養成など幅が広いようにも見え
るが，資力以外の要因で「機会が限られている子ども」

を十分に包摂し，「公正な教育」を提供するものでは
ない。
　次に，日本などにおいては，スクールソーシャルワー
カーの役割など，教育における福祉的機能が注目され
ている（高石 2017）。EEF においては，学校教育そ
のものの質の向上（教員の質や効率性）について重点
が置かれているものの，教育の福祉的機能については，
触れられていない。今後，経済的に恵まれない子ども
たちを学校教育に包摂する過程において，教育の福祉
的機能の拡張が求められるであろう。
　日本では「教育基本法」と「児童福祉法」が，子ど
もの権利の基本法とされてきた。タイにおいても「国
家教育法」と「児童保護法」は，二つの省に管轄が分
かれており，類似した構図となっている。タイもまた，
教育と福祉の領域が接近，連携し，「経済的に恵まれ
ていない，機会が限られている子ども」に対しての「公
正な教育」を受ける権利の保障が掲げられるようにな
るならば，子どもたちの学校教育への囲い込みは抗え
ない現象として生じてくるだろう。
　EEF は，2018年度に設置され，小論で紹介した各
種事業も始まったばかりである。今後，関係者等への
聞き取り調査を行うなど，各事業の展開について継続
的に調査研究を進めたい。

【註】

（1）日本語訳については，東條（2007）を参照。
（2）日本語訳については，加藤（2017）を参照。
（3）第一期（2020年度）の実施主体となった大学（専

攻）を列挙すれば次の通り。RU はラチャパット大
学を指す。①チェンラーイRU（就学前教育），②チェ
ンマイ大学（初等教育），③チェンマイ RU（就学
前教育），④ガムペーンペット RU（初等教育），⑤
ピブーン・ソンクラーム RU（就学前教育），⑥ルー
イ RU（初等教育），⑦ガーラシン大学（就学前教育），
⑧カーンチャナブリ RU（就学前教育），⑨ムーバー
ンジョンブン RU（就学前教育），⑩ヤラー RU（就
学前教育），⑪スラートタニー RU（就学前教育）。
　第二期（2021年度）は，第一期から引き続き実施
主体となった大学，新規に参画した大学に分けて記
載する。引き続き実施主体となった大学は，①ガー
ラシン大学（就学前教育），②チェンマイ大学（初
等教育），③ピブーン・ソンクラーム RU（初等教
育と就学前教育），④スラートタニー RU（就学前
教育），⑤ムーバーンジョンブン RU（就学前教育），
⑥ヤラー RU（就学前教育と初等教育）の６大学。
新規参画の大学は，①ウドーンターニー RU（就学
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前教育），②ウタラディット RU（就学前教育），③
ウボンラーチャターニー RU（初等教育），④ソン
クラーナカリン大学パッタニー・キャンパス（初等
教育）の４大学である。

【引用・参考文献】
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【稿末資料】

仏暦2561（西暦2018）年
公正な教育のための基金法（抄訳）

　マハー・ワチラロンコン・ボディントラテープパヤ
ワラーンクーン国王陛下
　現国王の治世３年目にあたる仏暦2561（西暦2018）
年５月10日に制定

　マハー・ワチラロンコン・ボディントラテープパヤ
ワラーンクーン国王陛下は，畏れ多くも，次のように

布告するよう勅命を下された。
　公正な教育のための基金に関する法律を制定するべ
きである。
　本法は「タイ王国憲法」の第26条ならびに第32条が
定める人々の権利や自由に課される制限に関する規定
に反さない限り認められる。
　本法の下で，人々の権利と自由を制限することの理
由と必要性は，公正な教育のための基金の運用を通し
て，経済的に恵まれない人を援助し，教育格差を是正
し，教員の質と効率性を高めるという目的達成のため
に，一定の個人情報を用いることが必要不可欠だから
である。それゆえ，本法の制定は，タイ王国憲法の第
26条の下の規定に沿ったものである。
　したがって，国会として機能する国家立法議会の助
言と承認とともに，国王陛下は，恐れ多くも，以下の
通り制定したまう。

第１条　本法は，「仏暦2561（西暦2018）年　公正な
教育のための基金法」と称する。
第２条　本法は，官報に告示された翌日から効力を発
する。
第３条　本法では，

「公正な教育」とは，経済的に恵まれない人を援助し，
教育格差の是正，教員の質や効率性を高めることを通
して，すべての人々が平等に教育を受けたり発達・成
長したりする権利を有していることをいう。

「教育格差」とは，教育機関の質や水準，教員の質ま
たは効率性，あるいは経済・社会的背景に起因する教
育的不平等のことをいう。

「教員」とは，全ての教育段階で，教育に携わる人を
いう。

「教育職員」とは「国家教育法」が定める教育職員を
指す。

「授業料」とは，あらゆる段階の教育機関において，
学習者から徴収する授業料，維持費，その他の諸手数
料をいう。

「教育機関」とは「国家教育法」が定める教育機関の
ことであり，幼児発達支援センターも含むものをいう。

「研修」は，あらゆる教育段階の教員，教育職員の職
能成長や学習者開発を目的とする研修をいう。

「教育関連費用」とは，教育に関わる目的で，すべて
の教育機関の規則，告示，命令により，学習者から徴
収される授業料以外の費用をいう。

「生活費」とは，就学期間中の生活のための費用をいう。
「幼児期の子ども」とは，幼児を含む６歳未満の人を
いう。

「基金」とは，公正な教育のための基金をいう。
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タイにおける「公正な教育のための基金」による格差是正措置に関する予備的検討―　福祉としての教育の観点から　―

「事務局」とは，基金事務局をいう。
「委員会」とは，基金運営委員会をいう。
「評価委員会」とは，基金の事業評価委員会をいう。
「基金事務局長」とは，基金事務局の長をいう。
「職員」とは，基金事務局の職員をいう。
「従業員」とは，基金事務局の従業員をいう。
第４条　首相は，本法の定めるところにより管理・監
督にあたる。

第１章　基金の創設
第５条　公正な教育を促進するため「公正な教育のた
めの基金」と呼ばれる一つの基金を創設し，目標を次
の通り定める。
＜第１項から第７項（第１段）に定める目的は，小論
の本文を参照＞
第７項（第2段）（2）や（4）に定める経済的に恵まれ
ない状態あるいは機会が限られている状態について
は，委員会が定める規則による。また，委員会は，関
係者の意見を聴取する。
　第一段に定める目標を達成するための様々な取り組
については，基金が独自に，あるいはその他の政府機
関または民間部門と協働で運営することができる。
第６条　基金は，次の資金と資産で構成される。

（1）第47条と第48条の規定に基づき譲渡され，受領さ
れる資金と資産

（2）政府によって初期資金として付与された10億バー
ツ

（3）委員会と内閣によって承認された支出計画に基づ
く経常費補助金

（4）内閣が定める政府宝くじ局から受領される収入
（5）基金の運営と出資による収益
（6）寄付された資金と資産
（7）あらゆる収入あるいは収益
（8）基金の資金と資産から生じる収益
（3）の経常費補助金は支出計画に沿った十分なもので
なければならない。また，国家戦略と国家改革計画・
手続きに沿ったものでなければならない。

第２章　基金の運営
第18条　公正な教育のための基金の運営委員会は，次
の者によって構成される。
＜第１項から第４項に定める運営委員会の構成員は，
小論の本文を参照＞
第19条～第37条　省略

第３章　会計と監査（第38条～第43条）　省略

第４章　事業評価（第44条～第45条）　省略

第５章　管理・監督
第46条　本法に沿った運営のため，首相は基金に説明，
意見，報告書の作成を求めたり，本法第５条に定める
目的や憲法，国家戦略，国家改革計画・手続き，政府
の政策，基金に関する内閣の閣議決定事項に沿わない
活動等を調査した上で，制限したりすることができる。
基金が内閣に提案する必要がある場合は，首相を通し
て行う。

移行規定
第47条（第１段）　本法が制定される以前に「仏暦
2553（西暦2010）年　質の高い学習財団の設置にかか
る健康促進財団規則」により設置されている質の高い
学習財団事務局に関わる健康促進財団の業務，資産，
権利，義務，負債，債務，職員，従業員ならびに予算
は，公正な教育のための基金に譲渡する。

第47条（第２段） 省略
第48条～第50条　省略

第51条　本基金創設時には，公正な教育のための基金
の運営委員会は，本法制定から60日以内に任命される。
本法第18条第２項，第３項が定める有識者について内
閣は，2017年６月２日付け首相府告示「教育改革独立
委員会の設置」に従い，同独立委員会の意見を聴取す
る。公正な教育のための基金の運営委員会が任命され
るまでの間，「仏暦2553（西暦2010）年　質の高い学
習財団に関する首相府規則」に基づく質の高い学習財
団の委員会が公正な教育のための基金の運営委員会を
務める。本法の定める公正な教育のための基金運営委
員会が任命された時点で「仏暦2553（西暦2010）年　
質の高い学習財団に関する首相府規則」は失効する。

第52条　本基金創設時には，本法が制定される以前に
「仏暦2553（西暦2010）年　質の高い学習財団の設置
にかかる健康促進財団規則」の定めに基づき事務局長
となっている者は，本法が定める公正な教育のための
基金の事務局長が任命されるまでの間，事務局長を務
める。

第53条～第55条　省略

副署
陸軍大将　プラユット・チャンオーチャー
首相


